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しかし、既存の研究では CO2 排出量は主に世界全体を対象とした計算である。IMO の計算にお









































つがある。        







表 1.3.1 国土技術政策総合研究所とシップ・アンド・オーシャン財団の違い 
 






排出量の計算等で推計が多く、詳細な CO2 排出量は計算されていない。 




























 まず、この第 1 章で研究の背景や目的を述べた。 
 次に、第 2 章では国際海運における CO2 削減への取り組み、国際海上輸送における現状の数字
などを示す。 
 第 3 章では本研究における CO2 排出量、費用の計算について述べる。また、その中で本研究に
おいて計算された数字の妥当性の考察を示す。 
 第 4 章では計算された CO2 排出量、費用における地域別の違いをもとめ、それぞれの地域でど
の項目が CO2 排出量、費用に影響を与えているか示す。 
 第 5 章では CO2 排出削減策を実行した場合の CO２排出量、費用の変化を述べ、削減策の地域
ごとの実行可能性を示す。 






























2.1  IMO における取組み 
 
外航海運に関する温室効果ガスの削減については京都議定書の２条２項によりＩＭＯが取り組




































2.2 国際海上輸送における CO２排出量 
 
 以下に船種別の海上輸送における CO2 排出量を示す。 
 
 
図 2.2.1 船種別年間総 CO2 排出量 
 
船種別で見るとタンカー、バルカー、コンテナ船の 3 種類の船舶の CO2 排出量が多いことが分
かる。次に船主協会の HP(24から船種別の速力を示す。 
 
表 2.2.1 船種別速力 
 
 
 この図から船種で見るとコンテナ船の速力が高いことが分かる。船舶からの CO2 排出量は速力
が高いほど多くなる。そのため、コンテナ船は船舶からの CO2 排出効率が高く、削減策を行うこ









































03 04 05 06 07
世界の荷動き（百万TEU） 91.9 105.3 115.5 127 142.4






























































































北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路中東・南ア航路 東アジア域内航路
航路数 73 53 77 28 44 69 372
平均TEU 4986 2995 6303 2605 2417 3059 1007
平均速度（ノット） 23.9 21.5 24.3 21.4 20.5 21.6 17.6
平均実速度（ノット） 19.2 17.3 17.6 14.4 17.2 14.8 12.4
平均船齢（年） 8.5 9.2 8.2 10.1 10.9 10.7 17.3
運航間隔（日） 7.8 8.3 7.2 7.5 9.3 8.1 7.0
隻数 7.6 8.8 9.0 7.7 4.6 5.9 2.3
平均輸送距離（マイル） 20237 23533 22699 16740 13084 12619 3613
消席率往路 79.4% 27.2% 50.6% 47.1% 25.8% 28.8%

























第３章 CO2 および定期コンテナ船運航費用の計算方法 
 
3.1 本研究における計算概要 




本研究で対象とする航路は全部で 719 航路、船舶 3281 隻である。そのうち、データがないため
平均値を仮定として用いた航路が 187、船舶が 965 隻である。 
本研究の計算においては、上記の航路ごとに CO2 排出量、費用を計算しそれを合計することで
総 CO2 排出量、総費用を計算する。 
この章では、この 3.1 で計算の概要を示し、3.2 では対象範囲を、3.3 では CO2 排出量の計算式


















































































CO2 排出量はまず航路別に計算する。今までに求めた CO2 排出原単位、輸送 TEU マイルから
船舶の輸送時における CO2 排出量を計算し、その後、荷役時の CO2 を足し合わせることで計算
する。 
 
Pi = Cefi × TRi＋Pli  
Ptotal =  Pii∈I  
Pi  ：航路 i における総 CO2 排出量（t-CO2/年） 
Ptotal  ：総 CO2 排出量（t-CO2/年） 
Cefi ：航路 i における CO2 排出原単位（t-CO2/TEU/マイル） 
TRi   ：航路 i における輸送 TEU マイル 





TRi = Wi × fi × Lfarea × di 
TRi   ：航路 i における輸送 TEU マイル 
Wi  ：航路 i における船舶の船型 TEU 
fi    ：航路 i における寄港頻度 
Lfarea  ：航路 i の地域における消席率 
di   ：航路 i における輸送距離（マイル） 
 
TR は 1 年間にその航路で運ばれる輸送 TEU マイルであり、年間輸送量に輸送距離を掛けて求
められる。輸送量は船舶の TEU 数に寄港頻度と消席率を掛けたもので、輸送距離の求め方は次



















′ ：航路 i における実速度（ノット） 
di ：航路 i における距離（マイル） 
Tvi ：航路 i における航海時間（日） 
Te ：入出港時間（日） 
ni ：寄港地数（港） 
Tli ：航路 i における荷役時間（日） 
M ：航海におけるマージン率 
 




















 (fi ×W i ;i∈Iarea )i
 
Lfarea  ：航路 i の地域における消席率 
Darea ：地域間別の輸送需要（ＴＥＵ/年） 
fi  ：航路 i における寄港頻度 
Wi  ：航路 i における船舶の船型 TEU 
 
3.3.5 CO2 排出原単位計算式 
 







𝐅𝐨𝐢 = 𝟔. 𝟖𝟕 × 𝟏𝟎









DSPi = 1.37 ∙ DWTi ＋1660 
DWTi = Wi × 10.8＋12400 
 
Foi  ：航路 i における燃料消費量(kg/km) 
Lfarea  ：航路 i の地域における消席率 
vi
′ ：航路 i における実速度（ノット） 
Wi  ：航路 i における船舶の船型 TEU 
DSPi  ：航路 i における船舶の満水排水トン 
DWTi  ：航路 i における載貨重トン 
agei  ：航路 i における平均船齢（年） 
 
Fo は燃料消費量であり船舶が１km あたりすすむときに排出する燃料である。ここで求められ
た fo を元に以下の計算で CO2 排出原単位を計算する。 
 Cief は航路別で見た CO2 排出原単位である。燃料消費量 Fo を輸送した TEU 数で割り、輸送
距離をマイルに換算することで１TEU マイル当たりの燃料消費量が分かる。これに C 重油におけ




W i ×Lf area
) × 2.999 
 
3.3.6 荷役時 CO2 排出量計算式 
 
 荷役時における CO2 排出量は国土総合技術研究所の方法で計算する。Cgl、Ctl、Cylはガントリ
ークレーン、トランスファークレーン、ヤードシャーシにおいて荷役時に発生する CO2 排出量で
ある。元の論文ではでは 1 トン当たりの CO2 排出量がしめされている。本研究では TEU で計算
しているため、トン換算するため 8 を掛ける。この 8 は元の論文におけるトンと TEU の換算係
数である。また、荷役は揚げと卸の 2 回考える必要があるので 2 倍にして計算する。 
 
Pli =  Cgl + Ctl + Cyl × Wi × 8 × Lfarea × fi × 2 
 
Pli ：荷役時における CO2 排出量（t-CO2/年） 








Ctl ：トランスファークレーンによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
Cyl ：ヤードシャーシによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
Wi  ：航路 i における船舶の船型 TEU 
Lfarea  ：航路 i の地域における消席率 














































Eoi = E1i + E2i + E3i + E4i  
 
Eoi ：航路 i における荷主費用（円/年） 
E1i ：航路 i における仕入費（円/年） 
E2i ：航路 i における輸送費（円/年） 
E3i ：航路 i における保管費（円/年） 





 式 3.4.1 は荷主の費用を表す。しかし、E2の輸送費は船社に支払う運賃であり、式 3.4.2 のよう
に表すことができる。 
 
Esi = E2i  
 
Esi  ：航路 i における船社費用（円/年） 
 
 荷主の費用には船社の費用が含まれるため、式 3.4.3 に示すように航路における総費用は荷主




= Eoi  
E
total ・i
 ：航路 i における総費用（円/年） 
 














E1 = u ∙ D 
 
u ：商品原価（円/TEU） 






E2 = L ∙ Di =  L1 + L2 ∙ Di  
L1Di = Es  
L2 ∙ D = Bs = const 
 
L ：輸送単価（円/TEU） 
L1 ：L のうち船社支出分（円/TEU） 










μi  ：平均需要量（TEU/日） 
τi  ：運行間隔（日） 
 
 Γは保管単価を表し、１TEU の貨物を 1 年間保管した時の保管費を意味し、以下の式から求め




























di ：航路 i における距離（マイル） 








E4 = δ1 Tiv ∙ μ + δ2  
μ∙τ
2





























 Esは船社における費用であり。式（3.4.5）のBsを 0 と仮定すればE2と等しくなる。その内訳は、
式（3.4.10）に示すように船費 C、運航費 N に分けられ、さらに式（3.4.11）に示すように N は
燃料費 g、港費 p、荷役費 l に分けることができる。 
 
Esi = Ni + Ci  
Ni = gi + pi + li  
 
Esi ：航路 i における船社費用（円/年） 
Ni  ：航路 i における運行費（万円) 
Ci  ：航路 i における船費（万円) 
gi  ：航路 i における燃費（万円) 
pi  ：航路 i における港費（万円) 
li  ：航路 i における荷役費（万円) 
 
g は燃料費を表す。費用の計算の参考のもとである川口氏の論文では速度、船型、寄港頻度か
ら計算していたが、今回は CO2 の計算から輸送 TEU マイル、燃料消費量を求めることができる
ので、CO2 排出量の計算で用いた数字を使用して計算する。Cef の CO2 排出原単位は燃料消費原
単位に CO2 排出係数 2.999 をかけて求めているため、逆に CO2 排出係数の 2.999 で割ることで
燃料消費量を求めることができる。 
 
g = c1 ∙ (
Cefi
2.999




港費 p は以下のように表現できる。 
 


















船費 C は以下のように表現できる。 
 
C =  c6 ∙ hu ∙ ni  +  c8 + c9 + c10 ∙ c7 ∙ Wi ∙ ni  
 
c6 ：船員費（万円/人） 
c7 ：１TEU 当たり船価（円/TEU） 
c8 ：船舶修繕費係数 
c9 ：船舶償却係数 
c10 ： 船舶利息係数 
hui  ：航路 i における船員数（人/隻） 
 
船員数 huは論文から船舶の船型が 2000TEU未満の時は 20.5人、4000TEU未満の時は 21.4人、






























𝐓𝐑 ：輸送 TEU マイル 
 




𝐓𝐄𝐔 ：船舶の船型 TEU 
 

































－・・・・－Shanghai といったように輸送経路が記載されている。本研究では港間の距離を World 
Wide Distance Chart(18、距離表(19から求め、航路の輸送経路に記載されている港間の距離を合
計することで航路ごとの CO2 排出量を求めた。 
 






𝐓𝐯：航路 i における航海時間（日） 
 






















































𝐃𝐒𝐏 ：航路 i における船舶の満水排水トン 
 
乗組員・弾薬・燃料・水など、計画上搭載できるもの全てを搭載した状態での排水量。であり













𝐃𝐖𝐓 ：航路 i における載貨重トン 
 
その船が積むことのできる貨物の重量を表す数字である。本研究では 3.3.4 の式 3.3.7 に示すように TEU
から推測する。 
 




Ctl ：トランスファークレーンによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
 トランスファークレーンから排出される１トン当たりの CO2 排出量。文献から、0.0003055 
(CO2-t/ton)とする。また、本研究では１TEU＝８トンで換算して計算する。 
 
𝐂𝐲𝐥：ヤードシャーシによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
 




































































 船員数は川口氏の論文(8から船型の大小に合わせて設定した。具体的には 2,000TEU 未満の時に




 計算に使用する定数 C は、過去の論文(8(20を元に以下のように設定した。C1 においては文献(4(に
記載されている数値から新たに求めた。 


































 本研究では国際輸送ハンドブックのデータを航路ごとに Excel に取り込み、それぞれの航路ご
との CO2 排出量、費用を合計することで全航路の総 CO2 排出量、総費用を計算している。ここ
では、ある特定の航路を対象にして式だけでは計算の流れを示す。 
 












のデータをもとに式 3.3.4、式 3.3.1 を用いて地域間別に計算する。輸送距離は航路ごとに求める
が、往路と復路で別々の距離も求める。これは消席率の往航の違いを計算するためである。 
 
表 3.6.2 航路における地域間別の前提条件 
 
表 3.6.3 航路の地域、地域間と地域間番号の関係 
 
航路番号 平均TEU 平均速力 平均船齢 運航間隔 航海日数(日)
1941 4825.75 24.575 4.5 7 56
航路地域間別 消席率 年間輸送量（TEU) 輸送距離（マイル）
194117 34.9% 87,787 11802





























表 3.6.4 航路における航海日数と航海時間 
 
 
表 3.6.5 航路における荷役時間計算 
 
 
表 3.6.6 航路における実速度計算 
 
 
 また荷役時の CO2 排出量は 3.3.5 の式(3.3.9)を元に計算する。 
表 3.6.7 荷役における CO2 排出量 
 
ここまでに求められた数字をもとに式(3.3.5)を用いて燃料消費量を求め、そこから式(3.3.8)を
用いて CO2 排出原単位を求める。また、先程の年間輸送量と輸送距離から輸送 TEU マイルを計
算し、それに CO2 排出原単位を掛け合わせることでその航路における輸送時の年間総 CO2 排出
量を計算し、それに荷役時の CO2 排出量を足し合わせることで年間総 CO2 排出量を求める。 
 












航路地域間別 荷役量（TEU/回) 荷役時間(時/回） 合計荷役時間
194117 1,684 112.2 371.4
194171 3,887 259.1 0.0
航路番号 航海時間(時/回) 合計荷役時間(時/回) 航行時間(時/回) 航行時間（日/年）合計輸送距離（マイル） 実速度（マイル）




消席率 燃料消費量(kg/km) CO2排出原単位(t-CO2/TEUマイル) 年間輸送TEUマイル年間CO2排出量（トン）
34.9% 116.8 0.0003854 1,036,063,141 400,196







































航路地域間別荷役費（円） 船費（円） 燃費（円） 港費（円） 荷役費（円）
194117 284,459,007 4,712,043,472 3,594,865,959 147,949,621 3,915,310,878











3.7.2 CO2 排出量の妥当性考察 
CO2 排出量の計算については 1.3 で示したようにシップ・アンド・オーシャン財団、国土技術
政策総合研究所などの研究があるが、ここでは最も信頼性の高い IMO の数字と比較を行う。 
 以下の表 3.7.1 に、本研究における全航路における平均 CO2 排出原単位、年間輸送 TEU マイ
ル、年間 CO2 排出量を示した。これを他の研究との比較のために全世界の CO2 排出量に置き換
えたのが表 3.7.2 になる。 
 
表 3.7.1 本研究における CO2 排出量推計結果 
 
表 3.7.2 世界全体への CO2 排出量換算 
 
 
 以下に船種別の IMO の CO2 排出量推定の図(14を示す。 
 
図 3.7.1 IMO による船種別 CO2 排出量推定 






100,400 65,883 66% 188
31 
 
おけるコンテナ船の CO2 排出量の予測の範囲は以下のようになる。 
 
表 3.7.3 IMO におけるコンテナ船からの CO2 排出量推計値 
 
 
 自分の計算では、全世界における国際コンテナ輸送における CO2 排出量は約 1 億 8700 万ト
































Low bound Consensus High bound

































計算結果 船費（百万円） 燃費（百万円） 港費（百万円） 荷役費（百万円） 総費用（百万円）
費用額 5,609,118 1,108,952 610,234 2,922,758 10,251,062
構成比 55% 11% 6% 29% 100%
日本郵船 船費（百万円） 燃費（百万円） 港費（百万円） 荷役費（百万円） 総費用（百万円）
費用額 457,078 251,832 75,636 310,861 1,095,407
構成比 42% 23% 7% 28% 100%
川崎汽船 船費（百万円） 燃費（百万円） 港費（百万円） 荷役費（百万円） 総費用（百万円）
費用額 354,884 207,836 65,897 255,893 884,510































図 3.7.5 川崎汽船の決算短信に記載されていた費用の構成比 
 
 以上のグラフから本研究の数字においては船費の割合が多く、燃費、港費の割合が小さいこと













































表 3.7.6 計算から推測された費用と実際の費用の比較 
 
 






TEU数 683486 571050 11299522































































また、各地域における CO2 排出量と費用の関係を明らかにする。 
CO2 排出量、運航費用を分析するに当たり本研究ではそれぞれ３つの項目で分析する。1 つ目
は、その地域を走る航路全体の分析、2 つ目は１TEU マイル当たりの効率を分析、3 つ目は 1 航







・地域別総 CO2 排出量分析 
・地域別 CO2 排出効率（CO2/TEU マイル）分析 





















4.2 CO2 排出量の分析 
・地域別総 CO2 排出量分析 
 ここでは、計算から求められた年間総 CO2 排出量を地域別で示し。その数字を検討すること
で地域間別の CO2 排出量の傾向を調べる。また、総量以外にも TEU マイル当たりの CO2 排出
量を検討し、輸送における効率も考察する。考察の順番としては最初に総量に対する分析を行っ
た後に効率の分析を行う。 
 以下に航路別の年間総 CO2 排出量を示す。 
 





図 4.2.1 航路間別年間総 CO2 排出量比較 
 
 この図から、北米航路、欧州航路からの CO2 排出量が最も多いことが分かる。これらの航路は
輸送速度が高く、輸送量も多いため CO2 排出量が高いと考える。しかし、輸送量でいえば東アジ




























図 4.2.2 地域別年間輸送量比較 
 
 
図 4.2.3 航路別年間輸送 TEU マイル比較 
 
 図 4.2.2 に示したように輸送量でみると東アジア域内航路も高い数字を示す。しかし、輸送距
離を考慮すると、東アジア域内は輸送距離が短いため図 4.2.3 のようになる。CO2 排出量は輸送


































































































図 4.2.4 往航別、航路別年間総 CO2 排出量比較 
＊東アジア発を往航、東アジア着を復航とする 
 


























































 輸送量で見ると明らかに往路の方が大きいが、消席率の高い往路の CO2 排出原単位が小さくな







































 図 4.2.5 から、輸送量でみると、CO2 以上に往路の方が復路に比べて割合が高い。しかし、CO2
排出量でみると復路の割合が増加しているのは、図 4.2.6 に示す通り消席率が低いため、輸送効





図 4.2.7 往航別、航路別年間総 CO2/TEU マイル比較 
 















































地域別 CO2 排出効率（CO2/TEU マイル）分析 
 










ら CO2 排出効率が悪いことがあげられる。 
































 以下に航路別の CO2 排出量/TEU マイルと平均実速度、平均 TEU、平均消席率の図を載せる。 
 
 
図 4.2.9 平均実速度と CO2/TEU マイルの関係 
 
 式 3.3.5 から、船型 TEU、消席率が一定ならば実速力の高さは CO2 排出量の大きさに影響を

































































 以下に平均 TEU と CO2/TEU マイルの関係を示す。 
 
 





























































  次に、消席率についても同様に CO2/TEU マイルとの関係を求める。 
  
 































































・地域別 1 航路当たり CO2 排出量分析 
  
以下に 1 航路当たりの CO2 排出量を示す。 
 
図 4.2.12 地域別 1 航路当たり CO2 排出量 
 
 1 航路当たりでも北米、南米、欧州航路の数字が高いことが分かる。これは 1 航海当たりの輸







































図 4.2.13 地域別 1 航路当たり CO2 排出量と輸送 TEU マイルの比較 
 
 この図から CO2 排出量と輸送 TEU マイルに関係があることが分かる。しかし、南米航路、オ
セアニア航路、中東・南ア航路においては輸送 TEU マイルに比べて CO2 排出量が多い。これは










































































以上の CO2 排出量における各航路の特徴をまとめたものを以下に示す。 
 




















































































図 4.3.2 地域間別総費用比較 
 
 
図 4.3.3 総費用地域間別比率 
 




























































































 以下に航路全体の船費と船舶の TEU を合計した総 TEU を示す。 
 
 
図 4.3.5 総 TEU と船費の関係 
 


























































 次に燃費について示す。燃費は CO2 排出量と同じく TEU マイルに比例する。そこで以下の図
に航路別の総燃費と総 TEU マイルの比較を示す。 
 
 
図 4.3.6 総輸送 TEU マイルと燃費の関係 
 
 この図から、燃費は輸送 TEU マイルに大きく影響を受けることが分かる。北米、欧州航路は
輸送量も多いため燃費が多くなっている。また、南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路に

































































図 4.3.7 年間輸送 TEU と荷役費の関係の関係 
 





























































 次に効率の検討を行う。以下に地域別の TEU マイル当たりの総費用を示す。 
 
 


















































図 4.3.9 平均実速度と燃費/TEU マイルの関係 
 










































































図 4.3.11 平均消席率と燃費/TEU マイルの関係 
 
 図 4.3.7 から速度と燃費の間の関係はあまりないように感じられる。反対に図 4.3.9 から 
船型 TEU が大きい北米航路、欧州航路においては費用の燃費の効率が良いこと、船型の南米、








































































































以上をまとめると、以下の表 4.3.2 のようになる。 
 













































  ここでは今まで CO2、費用と個別に求めていた数字を合わせ地域別の CO2 排出量と費用の
関係を明らかにする。 
以下に、年間 CO2 排出量、総費用、CO2/TEU マイル、費用/TEU マイル、CO2/費用の地域別
の表を示す。また、年間 CO2 排出量と総費用の関係、CO2/TEU マイルと費用/TEU マイルの関
係を示す。 
 
表 4.4.1 航路別 CO２排出量および費用まとめ 
 
 










北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
年間CO2排出量（百万トン） 36.9 15.9 38.2 4.4 6.3 8.0 14.2
総費用（百万円） 2,744,931 1,149,445 3,212,033 496,499 496,985 1,025,830 1,340,174
CO2効率（トン/TEUマイル） 0.00021 0.00040 0.00020 0.00024 0.00045 0.00036 0.00023
費用効率（円/TEUマイル） 7.3 20.0 9.7 17.8 21.9 31.4 6.0
1航路当たりCO2排出量（トン） 254,795 149,748 248,219 78,373 70,657 58,118 38,057
1航路当たり総費用（百万円） 18,931 10,844 20,857 8,866 5,584 7,488 3,603




















































































































































図 4.4.3 地域別 CO2/費用の関係 
 














































5.1 CO2 排出量削減策検討概要 
 
 CO2 排出削減策は以下の表 5.1.1 に示す 4 パターンで検討を行う。 
 






























主体 評価項目 評価 評価内容





























 検討の流れとしては 5.2.2 に前提条件の変化の分析を、5.2.3 に CO2 排出量の分析を、5.2.4 に
費用の分析を、5.2.5 にそれ以外の要素の分析を示す。その数字を基に 5.2.6 で主体別に評価を行






















表 5.2.1 減速航海における前提条件の変化 
 
 
図 5.2.1 減速航海における実速度の変化 
 
図 5.2.2 減速航海における航海日数の変化 
減速割合 100% 90% 80% 70% 60% 50%
平均実速度（ノット） 15.4 13.9 12.3 10.8 9.2 7.7
航海日数(日) 34.5 38.0 42.4 48.1 55.7 66.3
平均隻数 4.5 5.7 6.2 7.0 7.9 9.2









































図 5.2.3 減速航海における航海日数の変化 
 
 


























































5.2.3 減速航海における CO2 排出量分析 
 
 CO2 排出量の分析では、減速航海を行った場合の減速の割合と総 CO2 削減量の関係、CCO2
排出効率（１TEU マイル当たりの CO2 排出量）を示す。また、50％まで削減を行った場合の総
削減量、50％まで削減を行った場合の 1 航路当たりの削減量を示し、地域別の削減量の比較を行
う。 
以下に減速航海を行った場合の CO2 排出量の変化を示す。 
 




図 5.2.5 減速航海における年間総 CO2 排出量の変化 
 
 減速航海を行い、速力を半分の 50%まで落とした場合、東アジアを含む航路全体での CO2 排










減速割合 100% 90% 80% 70% 60% 50%


























 次に地域別でみた減速航海による年間総 CO2 排出量の変化と 50％まで減速を行った場 
合の CO2 削減量を示す。 
 
図 5.2.6 減速航海における航路別の年間 CO2 排出量変化 
 どの航路においても一定の割合で変化しているのが分かる。元々CO2 排出量の多かった 
北米、欧州航路において CO2 排出削減量が大きい。 
 
 










































































図 5.2.8 50％減速時における 1 航路当たり年間総 CO2 排出削減量 
 


































































 次に CO2 排出効率を見るため、１TEU マイル当たりの CO2 排出量を以下に示す。 
 







図 5.2.10 50％減速時における CO２/TEU マイル削減量 
 













































































 以下に減速航海における各費用の変化を示す。費用の分析においても総費用と１TEU マ 
イル当たりの効率を見る。また削減量については 1 航路当たりの効果を見る。 
 
表 5.2.3 減速航海における総費用の変化 
 
 
表 5.2.11 減速航海における各費用の変化 
 
 減速航海することで燃費が減尐し、船費が増加していることが分かる。総費用で 
は船費の増加の影響が大きく、実速度を 50％まで減速させる場合には年間約 9 兆 9 千万 













減速割合 100% 90% 80% 70% 60% 50%


































 以下に 50%まで減速航海を行った場合の総費用の増加額、1 航路当たりの増加額を示す。 
 
 

























































図 5.2.14 50％減速時における 1 航路当たり総費用増加額 
 


























































 次に総費用/TEU マイルの地域別変化の図を示す。 
 
 
















































































ではなく 1 航路当たりの増加量で検討する。 
 
図 5.2.17 50％減速時における航路別必要隻数比較 
 必要になる 1 航路当たりの隻数は欧州、南米航路が高い。なので、これらの航路では減速航海
を始めるための初期投資が高いと考えられる。 
 




























































 最後に、他の削減策と比較するための指標として費用当たりの CO2 排出量を示す。総額の変化
と、地域別の変化の 2 つを示す。 
 


































































CO2 排出削減量を元に社会的な視点から地域別の違いを評価する。以下の表 5.2.5 に 50%減速





表 5.2.4 地域別 CO2 排出削減量の評価 
 
 
表 5.2.5 CO2 排出削減量の評価基準 
 
 
 CO2 排出量の削減額で見ると、もともと輸送量の高かった北米航路、欧州航路の数字が 
















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 26.6 11.4 27.6 3.1 4.5 5.7 9.4
CO2排出量削減割合 75% 75% 75% 75% 75% 75% 74%
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00015 0.00029 0.00015 0.00017 0.00032 0.00026 0.00015
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 183,193 107,569 179,125 55,810 50,163 41,265 25,282
社会的評価 5 2 5 1 1 1 2
CO2
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
社会的評価 0 1 2 3 4 5







をもとに行う。評価の結果は表 5.2.7 に示す。船社の視点においては TEU マイル当たりの効率、
1 航路当たりの費用も知る必要があると考えたため、評価には使用しないが表に数字を示した。 
 
表 5.2.6 地域別船社視点の評価 
 
 
表 5.2.7 船社費用の評価基準 
 
 

















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
船社費用増加額（百万円） 1,010,089 694,653 1,554,547 296,949 264,274 624,812 283,785
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 6 18 8 16 19 28 5
1航路当たり費用増加額（百万円） 6,966 6,553 10,094 5,303 2,969 4,561 763
船社費用増加割合 31% 56% 41% 54% 50% 57% 19%
船社費用評価 0 1 0 2 2 1 2
合計必要隻数 1071 946 1376 426 409 774 849
1航路あたり隻数増加 7.4 8.9 8.9 7.6 4.6 5.6 2.3
隻数増加割合 98% 102% 99% 99% 100% 99% 100%
隻数評価 0 1 0 2 2 1 1
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
船社
船社費用評価 0 1 2 3 4 5
船社費用増加額（百万円） 1000000以上 1000000～ 500000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
隻数評価 0 1 2 3 4 5









表 5.2.8 地域別荷主視点の評価 
 
 























視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
荷主費用増加額（百万円） 1,010,089 694,653 1,554,547 296,949 264,274 624,812 283,785
1航路あたり荷主費用増加額（百万円） 6,966 6,553 10,094 5,303 2,969 4,561 763
荷主費用増加割合 31% 56% 41% 54% 50% 57% 19%
荷主費用評価 0 1 0 2 2 1 2
運航間隔 ― ― ― ― ― ― ―
運航間隔評価 5 5 5 5 5 5 5
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
荷主
荷主費用評価 0 1 2 3 4 5
荷主費用増加額（百万円）百万以上 1000000～ 5000000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
81 
 
5.2.7  減速航海の実現可能性検討 
 
 各主体別の数値、評価を表 5.2.10 にまとめた。主体別の評価のまとめを表 5.2.11 に示し、それ
をもとに実行可能性を考察したのが表 5.2.12 になる。 
 
表 5.2.10 減速航海における視点別各数値まとめ 
 
 
表 5.2.11 減速航海における主体別評価まとめ 
 
 
表 5.2.12 減速航海における実現可能性検討 
 




 地域別で見ると、北米・欧州航路の CO2 排出削減量が大きいが、その分費用の増加も大きい。 
たとえば、CO2 排出量を排出権取引で 1 トン 1000 円で買い取りされたと考えても、北米航路で




視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 27 11 28 3 4 6 9
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.0002 0.0003 0.0001 0.0002 0.0003 0.0003 0.0002
CO2排出量削減割合 75% 75% 75% 75% 75% 75% 74%
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 183,193 107,569 179,125 55,810 50,163 41,265 25,282
船社費用増加額（百万円） 1,010,089 694,653 1,554,547 296,949 264,274 624,812 283,785
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 6 18 8 16 19 28 5
1航路当たり船社費用増加額（百万円） 6,966 6,553 10,094 5,303 2,969 4,561 763
船社費用増加割合 31% 56% 41% 54% 50% 57% 19%
平均減速速度 10 9 9 7 9 7 6
必要な追加隻数 7 9 9 8 5 6 2
航海時間の増加（日） 52 64 60 54 37 44 14
総荷主費用増加額（百万円） 1,010,089 694,653 1,554,547 296,949 264,274 624,812 283,785
１航路当たり荷主費用増加額（百万円） 6,966 6,553 10,094 5,303 2,969 4,561 763
荷主費用増加割合 31% 56% 41% 54% 50% 57% 19%





視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
社会的評価 5 2 5 1 1 1 2
船社費用評価 0 1 0 2 2 1 2
船社必要隻数評価 0 1 0 2 2 1 1
荷主費用評価 0 1 0 2 2 1 2
運航間隔評価 5 5 5 5 5 5 5
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
社会的評価 ◎ △ ◎ △ △ △ △
船社評価 × △ × △ △ △ △
荷主評価 △ ○ △ ○ ○ ○ ○


































 検討の流れとしては 5.3.2 に前提条件の変化の分析を、5.3.3 に CO2 排出量の分析を、5.3.4 に















表 5.3.1 船型大型化における前提条件の変化 
 
 
図 5.3.1 船型大型化における平均 TEU の変化 
 
図 5.3.2 船型大型化における運航間隔の変化 
大型化割合 100% 120% 140% 160% 180% 200%
平均TEU 2437 2924 3411 3899 4386 4873
運航間隔（日） 7.5 9.6 10.7 12.7 13.9 15.0
隻数 4.5 4.2 3.8 3.2 2.9 2.6


































図 5.3.3 船型大型化における隻数の変化 
 


























































5.3.3 CO2 排出量分析 
 
CO2 排出量の分析としては最初に CO2 排出量の総量の変化を示した後に、地域別の削減の傾
向を示し、200%大型化した場合の総 CO2 削減量と 1 航路当たりの CO2 削減量を示す。また CO2
排出効率についても変化の傾向と 200%大型化した場合の１TEU マイル当たりの削減量を示す。 
まずは、CO2 排出量の総量の変化を示す。その次に地域別、1 航路当たりの数字を示す。 
 
表 5.3.2 船型大型化における年間総 CO2 排出量の変化 
 
 
図 5.3.5 船型大型化における年間総 CO2 排出量の変化 
 
 大型化における CO2 削減量は 200%大型化において 1 億 1800 万トンから 8400 万トンに削




大型化割合 100% 120% 140% 160% 180% 200%



























図 5.3.6 地域別船型大型化における年間総 CO2 排出量の変化 
 
 





































































図 5.3.7 200％大型化における 1 航路あたり CO2 排出量削減量 
 

































































図 5.3.8 航路別船型大型化における年間 CO2/TEU マイルの変化 
 
 























































































図 5.3.10 船型大型化における各費用の変化 
 
総費用においては東アジアを含む航路全体で約 9兆9千億円から、約8兆円まで減尐しており、




大型化割合 100% 120% 140% 160% 180% 200%



























図 5.3.11 船型大型化における航路別総費用変化 
 
 



























































































































 総額の検討の次は費用効率、TEU マイル当たりの費用削減額の検討を行う。 
 
 
図 5.3.13 船型大型化における航路別総費用/TEU マイル変化 
 
 

















































































図 5.3.14 航路別 200%大型化における削減隻数 
 
図 5.3.15 航路別 200%大型化における運航間隔の増加日数 
































































 最後に CO２と費用の比率を示す。 
 
図 5.3.16 船型大型化における CO2/費用変化 
 
 CO2 の削減量が累乗曲線の形を示し、大型化が進むにつれ、1 段階大型化が進む時の CO2 排出
削減量は減尐していくのに対し、費用は直線的な変化を示す。なので、図 5.3.16 のように最初は
CO2 排出量の減尐が大きいため大きく数字が減尐するが、140%当たりから CO2 の削減量がそれ
ほど減らなくなる、反対に費用の減尐が大きくなるため、CO2 対費用の数字はほぼ横ばい、最後
には増加の傾向を示す。 









































 CO2 排出削減量を元に社会的な視点から地域別の違いを評価する。以下の表 5,3,4 に 200%船
型大型化における CO2 削減量を示した。評価は表 5.3.4 に示す CO2 排出削減量の総量から、表
5.3.5 の基準に合わせて行った。また、それ以外にも CO2 排出効率として１TEU マイル当たりの
CO2 排出量、1 航路当たりの CO2 排出量、CO2 の削減割合を示した。 
 
表 5.3.4 200%船型大型化における地域別 CO2 排出削減量の評価 
 
 






















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 10 5 10 1 2 2 5
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 67,154 44,394 63,366 23,848 21,853 16,948 13,410
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00006 0.00012 0.00005 0.00007 0.00014 0.00010 0.00008
CO2排出量削減割合 26% 30% 26% 30% 31% 29% 35%
CO2排出削減量評価 2 1 2 1 1 1 1
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
CO2
社会的評価 0 1 2 3 4 5











表 5.3.6 地域別船社費用の評価 
 
 



















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
船社費用減少額（百万円） 540,779 182,037 1,026,642 73,273 58,509 191,308 62,968
1航路当たり船社費用減少額（百万円） 3,730 1,717 6,667 1,308 657 1,396 169
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 3.1 4.6 5.5 3.9 4.2 8.6 1.0
船社費用減少割合 20% 16% 32% 15% 12% 19% 5%
船社費用評価 4 3 5 3 3 3 3
合計隻数減少 503 426 648 204 175 363 281
1航路あたり隻数減少 3.5 4.0 4.2 3.6 2.0 2.6 0.8
隻数減少割合 46% 46% 47% 47% 43% 47% 33%
隻数評価 4 3 4 3 3 3 3
船社
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
船社費用評価 5 4 3 2 1 0
船社費用減少額（百万円） 1000000以上 1000000～ 500000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
隻数評価 5 4 3 2 1 0










表 5.3.8 地域別荷主費用の評価 
 
 






















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
荷主費用減少額（百万円） 471,087 170,686 969,099 65,839 50,904 178,075 14,823
1航路あたり荷主費用減少額 3,249 1,610 6,293 1,176 572 1,300 40
荷主費用減少割合 17% 15% 30% 13% 10% 17% 1%
荷主費用評価 3 3 4 3 3 3 3
運航間隔の増加分(日） 7.8 8.3 7.2 7.6 9.3 8.1 7.1
運航間隔評価 2 1 2 2 1 1 2
荷主
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
荷主費用評価 0 1 2 3 4 5
荷主費用増加額（百万円） 1000000以上 1000000～ 5000000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
運航間隔評価 5 4 3 2 1 0





 各項目における評価を表 5.3.10 にまとめた。主体別の評価のまとめを表 5.3.11 に示し、それを
もとに実行可能性を考察したのが表 5.3.12 になる。 
 
表 5.3.10 船型大型化における視点別各数値まとめ 
 
表 5.3.11 船型大型化における主体別評価まとめ 
 















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 10 5 10 1 2 2 5
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00006 0.00012 0.00005 0.00007 0.00014 0.00010 0.00008
CO2排出量削減割合 26% 30% 26% 30% 31% 29% 35%
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 67,154 44,394 63,366 23,848 21,853 16,948 13,410
船社費用減少額（百万円） 540,779 182,037 1,026,642 73,273 58,509 191,308 62,968
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 3.1 4.6 5.5 3.9 4.2 8.6 1.0
船社費用減少割合 20% 16% 32% 15% 12% 19% 5%
1航路当たり船社費用減少額（百万円） 3,730 1,717 6,667 1,308 657 1,396 169
平均増加TEU 4,986 2,995 6,303 2,605 2,417 3,059 1,007
１航路当たり減少隻数 3.5 4.0 4.2 3.6 2.0 2.6 0.8
航海時間の増加（日） 7.8 8.3 7.2 7.6 9.3 8.1 7.1
荷主費用減少額 471,087 170,686 969,099 65,839 50,904 178,075 14,823
１航路当たり費用減少額（百万円） 3,249 1,610 6,293 1,176 572 1,300 40
荷主費用減少割合 17% 15% 30% 13% 10% 17% 1%





視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
社会的評価 2 1 2 1 1 1 1
船社費用評価 4 3 5 3 3 3 3
船社必要隻数評価 4 3 4 3 3 3 3
荷主費用評価 3 3 4 3 3 3 3
運航間隔評価 2 1 2 2 1 1 2
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
社会的評価 △ △ △ △ △ △ △
船社評価 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
荷主評価 △ △ ○ △ △ △ △


























し、その後 CO2 排出量、運航費用についての増減とそれに合わせた CO2 排出原単位の変化を示
す。検討としては地域全体の総増減量、１航路当たりの増減量、１TEU 当たりの増減量を比較す
る。 
 検討の流れとしては 5.4.2 に前提条件の変化の分析を、5.4.3 に CO2 排出量の分析を、5.4.4 に





















いるので、平均消席率の推移については、表 5.4.1 に示すように 30%以上では 
単純に 10%の増加ではなくなっている。 
 




図 5.4.1 消席率向上における消席率の変化 
消席率の増加量 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
平均消席率 34% 44% 54% 63% 70% 78%
平均TEU 2436.69 1900.13 1584.60 1408.11 1315.06 1247.06





















図 5.4.2 消席率向上における平均 TEU 変化 
 
 
図 5.4.3 消席率向上における CO2 排出原単位変化 
 
 




















































5.4.3 CO2 排出量分析 
 
CO2 排出量の分析としては最初に CO2 排出量の総量の変化を示した後に、地域別の削減の傾
向を示す。削減量の検討については、今回は最も削減量の大きい 20%向上を対象に考える。また、
CO2排出効率についても変化の傾向と20%向上した場合の１TEUマイル当たりの削減量を示す。 
まずは、CO2 排出量の総量の変化を示す。その次に地域別、1 航路当たりの数字を示す。 
 
表 5.4.2 消席率向上による年間 CO2 排出量の変化 
 
 
図 5.4.3 消席率向上における年間 CO2 排出量変化 
 
 消席率向上（船型縮小）における CO2 削減量は 20%向上において 1 億 1800 万トンから 1 億









消席率の増加量 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上



























図 5.4.4 消席率向上における航路別年間 CO2 排出量変化 
 
 










































































図 5.4.6 往航別 20％減速時における CO2 排出削減量 
 
 
図 5.4.7 20％消席率向上における 1 航路あたり CO2 排出削減量 
 

















































































図 5.4.8 消席率向上における航路別 CO2/TEU マイル排出量変化 
 
 
























































































































































図 5.4.11 消席率向上における総費用変化 
 
総費用においては東アジアを含む航路全体で約 9 兆 9 千億円から、約 7 兆 9 千億円まで減尐し










消席率の増加量 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
























図 5.4.12 消席率向上における航路別総費用変化 
 
 






























































































































 総額の検討の次は費用効率、TEU マイル当たりの費用削減額の検討を行う。 
 
図 5.4.15 消席率向上における航路別総費用/TEU マイル減尐 
 
 















































































図 5.4.17 消席率向上における CO2/費用変化 
 
図 5.4.18 地域別消席率向上における CO2/費用変化 























































CO2 排出量の削減という視点では、CO2 排出削減量の総量で地域別の違いを検討する。 
消席率向上（船型縮小）においては、20%の消席率向上が最も CO2 排出量を削減することができ
るため、20%の消席率向上を基に検討を行う。 
以下の表 5,4,4 に消席率 20%向上時の CO2 削減量を示した。ここから見ると CO2 排出量の多
かった北米、欧州航路の削減量が多いのが分かる。削減割合で見ると、どの地域においても大き
な変化はない。 




表 5.4.4 消席率向上（船型縮小）における地域別 CO2 排出削減量の評価 
 
 
表 5.4.5 CO2 排出削減量の評価基準 
 
 
 どの地域においても CO2 排出量削減量は尐なく、消席率向上（船型縮小）における社会的な実
行可能性は小さい。特に東アジア域内航路においては CO2 排出量が増加しており、CO2 排出量
削減策としての意味がなくなっている。 
 １TEU マイル当たりの CO2 効率の数字を見ると中東・南ア航路の改善が最も高い。また、CO2
の削減割合で見ても中東・南ア航路が 16%と他の地域に比べて明らかに高い数値を示している。
これは中東・南ア航路が最も消席率が尐ないため、消席率向上の効果が最も大きいからだと考え








視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 1.8 1.0 4.0 0.2 0.2 1.3 -0.8
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 12,661 9,059 25,809 3,772 2,459 9,152 -2,244
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00001 0.00002 0.00002 0.00001 0.00002 0.00006 -0.00001
CO2排出量削減割合 5% 6% 10% 5% 3% 16% -6%
CO2排出削減量評価 1 1 1 1 1 1 0
CO2
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
社会的評価 0 1 2 3 4 5






域別にみた総隻数の増加量から評価を行った。評価は表 5.4.7 を基準にする。評価の結果は表 5.4.6
に示す。船社の視点においては TEU マイル当たりの効率、1 航路当たりの費用も知る必要がある
と考えたため、評価には使用しないが表に数字を示した。隻数については消席率向上（船型縮小）
においては変化がない。そのため、隻数増加 0 以上 500 未満における評価の２とした。 
 
表 5.4.6 消席率向上（船型縮小）における地域別船社費用の評価 
 
 



















視点 項目 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
船社費用減少額（百万円） 182,215 316,579 394,781 103,821 120,791 265,695 54,918
1航路当たり総費用減少額（百万円） 1,257 2,987 2,564 1,854 1,357 1,939 148
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 1.0 8.1 2.1 5.6 8.7 12.0 0.9
船社費用減少割合 7% 28% 12% 21% 24% 26% 4%
評価 3 3 3 3 3 3 3
隻数減少 - - - - - - -
1航路あたり隻数減少 - - - - - - -
隻数減少割合 - - - - - - -
隻数評価 2 2 2 2 2 2 2
船社
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
船社費用評価 5 4 3 2 1 0
船社費用減少額（百万円） 1000000以上 1000000～ 500000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
隻数評価 5 4 3 2 1 0











表 5.4.8 消席率向上（船型縮小）における地域別荷主費用の評価 
 
 























視点 項目 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
荷主費用減少額（百万円） 182,215 316,579 394,781 103,821 120,791 265,695 54,918
1航路あたり荷主費用減少額（百万円） 1,257 2,987 2,564 1,854 1,357 1,939 148
荷主費用減少割合 7% 28% 12% 21% 24% 26% 4%
荷主費用評価 3 3 3 3 3 3 3
運航間隔の増加分(日） - - - - - - -
運航間隔評価 5 5 5 5 5 5 5
荷主
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
荷主費用評価 0 1 2 3 4 5





各主体別の数値、評価を表 5.4.10 にまとめた。主体別の評価のまとめを表 5.4.11 に示し、それ
をもとに実行可能性を考察したのが表 5.4.12 になる。 
 
表 5.4.10 消席率向上（船型縮小）における視点別各数値まとめ  
 
 
表 5.4.11 消席率向上（船型縮小）における主体別評価まとめ 
 
 
表 5.4.11 消席率向上（船型縮小）における実行可能性まとめ 
 




 地域別で見ると、総量では欧州航路における CO2 排出削減量、費用削減額が大きく、社会的、






視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 2 1 4 0 0 1 -1
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00001 0.00002 0.00002 0.00001 0.00002 0.00006 -0.00001
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 12,661 9,059 25,809 3,772 2,459 9,152 -2,244
CO2排出量削減割合 #REF! #REF! #REF! #REF! #REF! #REF! #REF!
総費用減少額（百万円） 182,215 316,579 394,781 103,821 120,791 265,695 54,918
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 1.0 8.1 2.1 5.6 8.7 12.0 0.9
1航路当たり総費用減少額（百万円） 1,257 2,987 2,564 1,854 1,357 1,939 148
船社費用減少割合 7% 28% 12% 21% 24% 26% 4%
隻数減少 - - - - - - -
1航路あたり隻数減少 - - - - - - -
隻数減少割合 - - - - - - -
荷主費用減少額（百万円） 182,215 316,579 394,781 103,821 120,791 265,695 54,918
1航路あたり荷主費用減少額（百万円） 1,257 2,987 2,564 1,854 1,357 1,939 148
荷主費用減少割合 7% 28% 12% 21% 24% 26% 4%





視点 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
社会的評価 1 1 1 1 1 1 0
船社費用評価 3 3 3 3 3 3 3
船社必要隻数評価 2 2 2 2 2 2 2
荷主費用評価 3 3 3 3 3 3 3
運航間隔評価 5 5 5 5 5 5 5
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
視点 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
社会的評価 △ △ △ △ △ △ ×
船社 △ △ △ △ △ △ △
荷主 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○














実速度の減尐と、それに合わせた CO2 排出原単位の変化を示す。その後 CO2 排出量、運航費用
についての増減を検討する。検討としては地域全体の総増減量、１航路当たりの増減量、１TEU
当たりの増減量を比較する。 
 検討の流れとしては 5.5.2 に前提条件の変化の分析を、5.5.3 に CO2 排出量の分析を、5.5.4 に





































図 5.5.1 消席率向上における消席率の変化 
消席率の増加 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
平均消席率 34% 44% 54% 63% 70% 78%
航海日数 34.5 44.8 54.5 64.2 73.2 80.6
運航間隔（日） 7.6 10.0 12.2 14.3 16.2 17.7
平均実速度（ノット） 15.4 10.2 8.6 7.5 6.9 6.6























図 5.5.2 消席率向上における航海日数変化 
 
 

















































図 5.5.4 消席率向上における実速度変化 
 
 
































































5.5.3 CO2 排出量分析 
 
CO2 排出量の分析としては最初に CO2 排出量の総量の変化を示した後に、地域別の削減の傾




まずは、CO2 排出量の総量の変化を示す。その次に地域別、1 航路当たりの数字を示す。 
 
表 5.5.2 消席率向上による年間 CO2 排出量の変化 
 
 
図 5.5.6 消席率向上における年間 CO2 排出量変化 
 
消席率向上（寄港頻度減尐）における CO2 削減量は 20%向上において 1 億 1800 万トンから









消席率の増加 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上



























図 5.5.7 消席率向上における航路別年間 CO2 排出量変化 
 
 


























































図 5.5.9 50％消席率向上における 1 航路あたり CO2 排出削減量 
 

























































図 5.5.10 消席率向上における航路別 CO2/TEU マイル排出量変化 
 
 
























































































表 5.5.3 消席率向上における総費用変化 
 
 
図 5.5.12 消席率向上における総費用変化 
 
 総費用においては東アジアを含む航路全体で約 9 兆 9 千億円から、約 9 兆 2 千億円まで減尐








消席率の増加 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
























図 5.5.13 消席率向上における航路別総費用変化 
 
 


























































































































図 5.5.16 消席率向上における航路別総費用/TEU マイル減尐 
 
 















































































 航海日数、運航間隔の他に CO2 対費用の数値も示す。 
 
図 5.5.18 50%消席率向上における航海日数増加 
 




































































図 5.5.20 消席率向上における CO2/費用変化 
 
 
図 5.5.21 地域別消席率向上における CO2/費用変化 
 































































CO2 排出削減量を元に社会的な視点から地域別の違いを評価する。以下の表 5,5,4 に消席率





表 5.5.4 地域別 CO2 排出削減量の評価 
 
 
表 5.5.5 CO2 排出削減量の評価基準 
 
 



















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 25 15 33 4 6 8 10
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 173,454 144,894 215,815 73,501 68,323 55,200 26,596
CO2排出削減量（トン/TEUマイル） 0.00021 0.00039 0.00018 0.00022 0.00044 0.00034 0.00023
CO2排出量削減割合 68% 97% 87% 94% 97% 95% 70%
CO2排出削減量評価 4 3 5 1 1 2 2
CO2
社会的評価 0 1 2 3 4 5






域別にみた総隻数の増加量から評価を行った。評価は表 5.5.7 を基準にした。評価は表 5.5.6 に示




表 5.5.6 地域別船社費用の評価 
 
 



















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
船社費用減少額（百万円） 250,580 139,801 304,179 38,301 56,753 65,673 78,705
1航路当たり総費用減少額（百万円） 1,728 1,319 1,975 684 638 479 212
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 1.4 4.6 2.1 2.7 5.4 5.1 1.9
船社費用減少割合 9% 12% 10% 8% 12% 6% 6%
評価 3 3 3 3 3 3 3
隻数減少 - - - - - - -
1航路あたり隻数減少 - - - - - - -
隻数減少割合 - - - - - - -
隻数評価 2 2 2 2 2 2 2
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
船社
船社費用評価 5 4 3 2 1 0
船社費用減少額（百万円） 1000000以上 1000000～ 500000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
隻数評価 5 4 3 2 1 0










表 5.5.8 地域別荷主費用の評価 
 
 
























視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
荷主費用減少額 225,939 153,126 325,816 37,908 57,836 79,512 102,556
1航路あたり荷主費用減少額 1,558 1,445 2,116 677 650 580 276
荷主費用減少割合 8% 13% 10% 8% 12% 8% 8%
荷主費用評価 3 3 3 3 3 3 3
運航間隔の増加分(日） 2.5 8.2 3.7 5.3 9.2 8.5 2.0
運航間隔評価 4 1 4 3 1 1 4
荷主
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
荷主費用評価 0 1 2 3 4 5




各主体別の数値、評価を表 5.5.10 にまとめた。主体別の評価のまとめを表 5.5.11 に示し、それ
をもとに実行可能性を考察したのが表 5.5.12 になる。 
 
表 5.5.10 消席率向上（寄港頻度減尐）における視点別各数値まとめ 
 
 





















視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 25 15 33 4 6 8 10
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 173,454 144,894 215,815 73,501 68,323 55,200 26,596
CO2排出削減量（トン/TEUマイル） 0.00021 0.00039 0.00018 0.00022 0.00044 0.00034 0.00023
CO2排出量削減割合 68% 97% 87% 94% 97% 95% 70%
総費用減少額（百万円） 250,580 139,801 304,179 38,301 56,753 65,673 78,705
1航路当たり総費用減少額（百万円） 1,728 1,319 1,975 684 638 479 212
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 1.4 4.6 2.1 2.7 5.4 5.1 1.9
船社費用減少割合 9% 12% 10% 8% 12% 6% 6%
隻数減少 - - - - - - -
1航路あたり隻数減少 - - - - - - -
隻数減少割合 - - - - - - -
荷主費用減少額 225,939 153,126 325,816 37,908 57,836 79,512 102,556
1航路あたり荷主費用減少額 1,558 1,445 2,116 677 650 580 276
荷主費用減少割合 8% 13% 10% 8% 12% 8% 8%




視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
社会的評価 ○ ○ ◎ △ △ △ △
船社 △ △ △ △ △ △ △
荷主 ○ △ ○ △ △ △ ○
実行可能性評価 ◎ ○ ◎ △ △ △ ○
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
視点 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
社会的評価 ○ ○ ◎ △ △ △ △
船社 △ △ △ △ △ △ △
荷主 ○ △ ○ △ △ △ ○




5.6  CO2 排出量削減策実行可能性まとめ 
 
削減策の実行可能性に対する検討をまとめると以下の表 5.5.1 のようになる。 
 
表 5.6.1 削減策別実行可能性まとめ 
 
 減速航海は CO2 の減尐量も大きいが、費用の増加も大きい削減策である。なので、実行可能性
としては費用以上に CO2 排出量を削減できる航路、もしくは費用の増加が尐ない航路で効果的と
考えられる。地域別で見ると、最も効果的なのは東アジア域内航路で費用をそれほど増やすこと



























削減策 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
減速航海 △ △ △ △ △ △ ○
船型大型化 ○ △ ◎ △ △ △ △
消席率向上（船型縮小） △ △ △ △ △ ○ ×
消席率向上（寄港頻度減少） ◎ ○ ◎ ○ ○ △ ○
135 
 









 地域別の特徴としては、北米航路、欧州航路の CO2 排出量、費用が大きいことがまず挙げられ
る。東アジア域内航路においては、輸送量の多さに対して CO2 排出量が尐ないこと、その理由と
しては高い消席率、速度の低さにより CO2 排出効率が良いからである。それ以外の航路において
は CO2 排出量、費用は尐ないが、TEU マイル当たりの効率で見ると反対に高い数値を示す。そ
の理由は低い消席率であること等があげられる。 
 削減策ごとの特徴を見ると、減速航海については CO2 排出削減量は大きいが、費用の増加も大
きい削減策で、費用の増加額の尐ない東アジア航路において実行可能性が大きいことが分かった。 
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